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障害者総合支援法における就労移行支援事業

就労移行支援事業(規則第6条の9)
通常の事業所に雇用されることが可能と見込まれる者に対して、
①生産活動、職場体験等の活動の機会の提供その他の就労に必要な知識及び能力の向上のために
必要な訓練、②求職活動に関する支援、③その適性に応じた職場の開拓、④就職後における職場へ
の定着のために必要な相談等の支援を行う。

事業概要

①企業等への就労を希望する者 利用期間︓２年（延長あり）
②雇用されている者で、一時的に支援を必要とする者
【労働時間延長支援型(３〜６月)】 【復職支援型(２年)】 【就労移行支援短時間支援型】

※ 65歳以上の者も要件を満たせば利用可能

対象者

2,852事業所（令和6年9月 国保連データ）事業所数

37,819人（令和6年9月 国保連データ）利用者数

就労移行支援事業は、障害者総合支援法に定められた「障害福祉サービス」です。

〇 利用にあたっては、居住する市町村の障害福祉担当課に申請し、支給決定を受ける必要があります。
〇 所得に応じて、利用料の自己負担分が生じる場合があります。



障害者就労の現状
〇 企業に雇用されている障害者数 約 ７０. 5万人

〇 就労系障害福祉サービス事業所の利用者数 約５１万人
【内訳】就労移行支援 約 3．7万人 ／ 就労継続A型 約 8. ５万人

／ 就労継続B型 約 38.  8万人

〇 就労系障害福祉サービス事業所から一般就労した数 約 2. 9万人（前年比 ＋9％）
【内訳】就労移行支援 16,827 人 ⇒ サービス終了者の60％が一般就労

／就労継続A型 5,998 人
／ 就労継続B型 6,118 人

〇 特別支援学校卒業生の進路 約 21,001人
【内訳】就 職 6,263 人 ／ 就労系障害福祉サービス事業所 12,809 人

／ 進 学 601 人

【参考資料あり】厚生労働省 資料より 令和6年度の状況



職場定着の効果

37.0%249人就労移行支援

33.1%223人職場実習

11.4%70人委託訓練

【訓練利用の上位】

【出典】「障害者の就業状況等に関する調査研究」高齢・障害・求職者雇用支援機構より作成



就労移行支援事業所の機能
１ ステップアップのための中間的環境
２ 職業的適性等に関するアセスメント機能
３ 障害のある人の自己理解を支援し、

就労意欲を高める機能
４ 適した職場を見つけ調整するマッチング機能
５ 就職直後から長期の継続支援を含む

フォローアップ機能

【出典】「就労移行支援事業の充実強化に向けた先駆的事例研究 就労移行支援ガイドブック」
公益社団法人日本フィランソロピー協会



就労移行支援事業所で準備できること

【出典】「就労支援者のための支援力向上ガイド」岡山障害者就業・生活支援センター



就労移行支援事業所が行う支援のプロセス
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就労移行支援事業所 他機関※
就職

※他機関：就労定着支援事業、市町村就労支援センター、
障害者就業・生活支援センター、地域障害者職業センター 等



就労移行支援事業プラスハートの支援

ステップ１ 安定して通うことに慣れる

ステップ２ 自分の強みに気づき、
自己理解を深める

ステップ３ 働くために必要なスキルを習得する

ステップ４ リアルな作業訓練で「働く自分」を
イメージする

ステップ５ 充実した就活支援で内定を目指す



主に、精神障害（統合失調症、うつ病など）や発達障害を抱えている方

生活リズムが
崩れて

社会に出るの
が不安就職に必要な

スキルを身に
つけたい

対人関係が
苦手で

就職活動に
自信がない

就職できても、
その後続けら
れるか不安

自分のことを
知りたい

プラスハートの利用者



1日のスケジュール
9︓30〜10︓00 自主学習・自主プログラム

［清掃・ヨガ・動画視聴 等］

10︓00〜12︓00 活 動
［作業・講座・ミーティング・自主学習 等］

12︓00〜13︓00 昼休憩
13︓00〜15︓30 活 動

［作業・講座・ミーティング・自主学習 等］

15︓30〜 日報記入

プラスハートの活動



ステップ１ 『安定して通うこと』に慣れる

STEP① 無理のない日数から通所を開始する
STEP② 働くための生活リズムを整える
STEP③ 開示就労の目安『20時間/週』以上の通所実績をつくる

＊ 安定して事業所に通うことから始め、開示就労の目安である週20時間の
就労が可能な生活リズムを整えることを目指す

＊ 無理のない日数から利用を始めることで、障害特性によるストレスへの対処
や体調・健康の管理などを相談しながら就労準備を整える



●MWS（幕張版ワークサンプル）
＜パソコン作業＞＜事務作業＞＜実務作業＞

➣ ワークスキル【理解力・正確性・スピード・集中力】を探る
➣ 疲労度とストレスを探る
➣ 対人スキル【報連相・言葉使い・立ち居振る舞い】など

職場で必要な人とのやり取りをする力を探る
➣ 作業の向き不向き・興味関心・得意なことや強み・

苦手なことの補完方法を探る

●ウェクスラー成人知能検査
得意、不得意を知ることで、
得意なことを活かし、苦手なことを補完できる工夫を探る

ステップ２ 自分の『強み』に気づく



ステップ３ 働くために必要なスキルを習得する

講 座 『OG体験発表』
『スーツの着こなし』
『仕事とお金』
『障害者雇用とは』

SST （ソーシャル・スキル・トレーニング）
『言いにくいことを伝える』
『上手な断り方』

IMR （病気の自己管理とリカバリー）
『リカバリー目標』

『薬を効果的に使う』

＊ビジネスマナー等の習得、障害者雇用制度等の知識・情報を得る
＊グループワークを通じて多様な意見に触れ、自己理解を進める

●就労講座、SST、学習会、IMR、グループワーク・・・



ステップ３ 働くために必要なスキルを習得する
●作業訓練

軽作業・内職・清掃・販売活動等を通じて、体力・集中力・持続力・
責任感 等を身につけていく
ビジネスマナーの実践、役割の遂行、人との協働作業を行う機会

●施設外就労
企業内で仕事を行うことで、臨機応変な対応・状況判断・安全管理などのス
キルを身につける機会 “一般企業で就労する” 体験を得る



ステップ４ 自己理解を深める
●月間ふりかえり（1回/月）、振り返りシート（毎日） 等

グループワークで毎月の目標設定と取組の振り返りを行う。利用者同士フィード
バックしあうことで、適切な目標設定や取り組みにつなげ、ナビゲーションブックを

作成する
活動終了時、その日の取組を振り返る 【体調・気分・疲労度 等】



●企業見学・実習・委託訓練
自分に合う職種や働き方、就労条件を整理して、適切な就労につなげる

ステップ５ 就職活動の支援

＊ 障害者委託訓練・実践能力習得コース ［埼玉県立職業能力開発センター］
＊ 就労を前提としない職場体験実習 ［上尾市障害者就労支援ｾﾝﾀｰ］
＊ 利用者が就労した企業の見学・体験会
＊ 障害者雇用を検討している企業が開催する見学説明会・体験会
＊ 障害者求人を行っている企業の見学



●就職活動・面接
ハローワークや障害者就労支援センターへの登録
履歴書・職務経歴書
ナビゲーションブックの作成
就職面接の準備・練習（模擬面接）
障害者合同面接会の参加

ステップ５ 就職活動の支援



支援の事例



就労移行支援事業の課題

〇 地方の就労移行支援事業所数が減少し、就労機会が減少する可能性

〇 精神障害・発達障害者を対象とした事業所は多く、選択肢が多いが、
知的、身体障害者等は、事業所の選択肢が限られる可能性

〇 利用者確保が順調な事業所とそうではない事業所と、採算性や人員配置等
の問題からサービスの質に差が生じる可能性

〇 利用者層の変化に伴い、利用者ニーズの多様化に合わせたアセスメント精
度の向上、プログラムや支援内容の拡充

〇 就労選択支援事業への取組
等



参考資料



就労支援施策の対象となる障害者数



就労訓練の効果

【出典】「障害者の就業状況等に関する調査研究」高齢・障害・求職者雇用支援機構より作成

37.0%249就労移行支援
33.1%223職場実習
11.4%70委託訓練

【訓練利用の上位】



一般就労への移行者数・移行率の推移（事業種別）



就労移行支援事業所数の推移

「 令和６年社会福祉施設等調査」 より作成
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【出典】「地域における就労移行支援及び就労定着支援の動向及び就労定着に係る支援の実態把握
に関する調査研究 調査報告書」株式会社ＦＶＰ

就労移行支援事業の実施状況

【休止・廃止理由】
利用者が確保できない（62.2％）
就労支援の実績を作ることが難しい（33.2％）
採算がとれない（33.2％）
職員配置が難しい（23.9％）

【休止・廃止事業所の障害種別】
身体障害の 登録者数０（15.9％）

休止中（13.0％）が特に高い

参考資料



参考資料 就労選択支援



参考資料 就労選択支援
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